
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 0 0

要求額 0 0

決定額

野菜価格安定対策費

(前年度予算額： 6,4966,496１ 事 業 費 千円)

財　源

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

0 0 0 0

事業費

6,496

寄附金

0

一　般

6,496

予 算 要 求 資 料

令和５年度当初予算 支出科目 款：農林水産業費　項：農業費　目：園芸特産物対策費

 ＜財源内訳＞

財 源 内 訳

事 業 名

6,496

　野菜を計画的に生産出荷することを前提にあらかじめ資金を造成し、野菜の価格が著し
く低落した場合には、それを原資に価格差補給金を生産者に交付し、再生産を可能とする
ことで、県内野菜農業の生産振興と県民への野菜供給の安定を図る。
　また、野菜価格安定対策事業を実施する（一社）岐阜県野菜価格安定基金協会の運営に
対して支援を行う。

0 0 0

農政部　農産園芸課　野菜果樹特産係 電話番号：058-272-1111(内4120)

E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp

収　入
その他 県　債

06,496 0

・野菜の出荷量は天候などの影響により変動し、価格が著しく低落することがあり、生産
者の経営に大きな影響を及ぼす。
・供給計画に基づいた生産を前提に、価格の著しい低落があった場合に補給金等を交付す
ることで、野菜生産者は安心して計画的な作付を行うことができ、野菜の生産及び価格の
安定を図る。

（２）事業内容

２ 要 求 内 容

（１）要求の趣旨（現状と課題）



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

6,496

事業内容の詳細

野菜価格安定事業造成金
 指定野菜価格安定対策事業              1,427千円
野菜価格安定基金協会管理運営費         2,490千円
事務局長人件費　　　　　　　　　　　   2,579千円

事業内容

6,496

　　全国４７都道府県において実施。

　　　無

　○野菜価格安定事業の補助率
　
　

　
　○（一社）岐阜県野菜価格安定基金協会への補助率
　　　管理運営費　　　　１／２以内
　　　事務局長人件費　　１０／１０

（１）国・他県の状況

３ 事業費の積算 内訳

補助金

合計

金額

国 県 市町村 生産者

重要野菜 65 17.5 - 17.5

一般野菜 60 20 - 20

事    業   名

野菜生産出荷安定資金造
成事業（指定野菜）



□

■

・終期までに何をどのような状態にしたいのか

R3年度
実績

20

R2年度
5,065

目標 (R4) 達成率
100%

補助金交付実績
（単位：千円）

R元年度 R3年度
5,066 5,047

（目標の達成度を示す指標と実績）

指標名
事業開始前 R4年度 R5年度 終期目標
（S40)

①指定産地数 0 20 20 20
目標

　指定野菜の価格が著しく低下した場合に、国、県、生産者で造成した資金から価格
差補給金を交付し、野菜の生産及び出荷の安定を図り、県内の野菜農業の健全な発展
と県民の消費生活の安定に資する。

補助率・補助単価等 定率

（内容）
（資金造成
　重要野菜：県17.5％（国65％、生産者17.5％）
　一般野菜：県20％　（国60％、生産者20％））

（理由）独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書実施細則に
より負担割合が設定されているため。

補助効果
　指定野菜の価格が著しく低落した場合に、野菜産地への影響
を緩和する補給金へ助成を行い、生産者へ交付されることで野
菜産地の維持及び県民への野菜の安定供給へ効果

終期の設定 令和４年度
（理由）野菜の生産振興、消費生活安定の両面的目的を有する
野菜価格安定対策事業を実施するには本事業を継続する必要が
ある。

（事業目標）

補助事業の概要 （目的）野菜の安定的な供給と価格の安定を図る

（内容）指定野菜価格安定対策事業にかかる資金造成に対する
助成

県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

（事業内容）

補助事業名 野菜生産出荷安定資金造成事業（指定野菜価格安定対策事業）

補助事業者（団体） 一般社団法人　岐阜県野菜価格安定基金協会
（理由）指定野菜価格安定対策事業実施要領（平成15年９月29
日付け15生産第4157号農林水産事務次官依命通知）に位置付け
られている県下唯一の「野菜価格安定法人」であるため。



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　産地育成、生産者の維持・確保、県産野菜の安定供給のためにも本事業における資
金造成の継続が必要である。

（今後の課題）

　資金造成に関しては、気候条件により補給金の支払いに変動があり、事業費の予測
が困難。

（次年度の方向性）

(評価) 　過去実績を考慮し、予約数量の適否について毎回検討して、必要以上の資
金造成が行われないようにしている。

１

令和６年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価) 　県内野菜産地の維持と野菜生産の安定を確保するために必要性がある。

２

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり（単年度目標100％達成かつ他に特筆できる要素あり）
　２：期待どおりの成果あり（単年度目標100％達成）
　１：期待どおりの成果が得られていない（単年度目標50～100％）
　０：ほとんど成果が得られていない（単年度目標50％未満）

(評価) 　野菜の消費低迷と輸入農産物の急増により野菜価格が低下しており、ま
た、気象変動による集中出荷によっても価格の急落があるため、生産者が安
心して野菜生産を継続するためのセーフティネットとして有効。３

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

（これまでの取組内容と成果）

令
和
２
年
度

秋冬だいこん、たまねぎ、冬・春夏にんじん、夏秋なす、夏秋・冬春トマト、秋
冬さといも、ほうれんそうについて補給金を交付。

指標① 目標：２０ 実績： ２０ 達成率： １００ ％

令
和
３
年
度

秋冬だいこん、たまねぎ、春夏にんじん、夏秋・冬春トマト、秋冬さといも、ほ
うれんそう、夏だいこんについて補給金を交付。

指標① 目標：２０ 実績： ２０ 達成率： １００ ％

令
和
４
年
度


